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１．一般社団法人佐賀県農業会議第５回通常総会・臨時理事会を開催

令和２年６月１５日（月）、一般社団法人佐賀県農業会議の第５回通常総会

を佐賀市｢グランデはがくれ｣で開催しました。まず、当会議の会員の永年勤続

者の表彰を行い、第１号議案から第５号議案まで全議案を承認いただきました。

総会で新しい理事及び監事が選任され、総会後の臨時理事会で新役員が選任

され承認されました。

【第５回通常総会】

（１）会員の表彰

（２）議案審議

第１号議案 令和元年度事業報告及び貸借対照表並びに損益計算書の

承認について

第２号議案 定款の変更について

第３号議案 新理事及び新監事の選任について（次頁 参照）

第４号議案 役員等の報酬の額について

第５号議案 令和２年度の会費について

（３）農業委員会の綱紀粛正について



会長就任のあいさつ

この度の農業会議の役員改選により会長に選任されま

した佐賀市農業委員会の坂井と申します。会長就任に当

たりまして、一言ご挨拶申し上げます。まず、農業委員

会、市町、農業団体等会員の皆様には、日頃より農業会

議の業務に当たり格別のご理解とご支援を賜り、心から

お礼を申し上げます。

さて、農業従事者の高齢化が急速に進展している今日、

優良農地の有効利用とともに、意欲ある農業経営者の支

援など、担い手の育成が強く求められております。

さらに、今年は、新型コロナウイルス感染症の影響により農業においても大

変大きな影響を受けており、一刻も早い回復が望まれるところです。このよう

な状況の中で、農業委員会組織には、農地の集積・集約化といった「農地利用

の最適化活動」や、農地法関連の業務とともに、農業経営者の経営安定への支

援などにしっかりと取り組み、農業の健全な発展に寄与することが一層求めら

れているところであります。

農業会議においても、農業委員会、市町、農業団体などの会員の皆様と連携

を強化し、農業委員会組織の円滑な活動とともに、担い手の育成、さらには、

農業の発展につながるよう、しっかりと活動して参りたいと考えております。

ところで、農業会議は農業委員会法の改正にともない、４年前に農業委員会

ネットワーク機構として県知事より指定を受け、「一般社団法人佐賀県農業会

議」としてスタートしました。また、令和２年７月には県内１２農業委員会が

新制度へ移行して２回目の改選を迎えます。さらに、農業委員会法には、施行

後５年を目途に農地利用の最適化の実施状況を勘案し、検討を加えるとされて

おり、今年度はその５年目と

なります。今後一層の活動の

強化と、その見える化が求め

られております。

最後になりますが、今後と

も一般社団法人佐賀県農業会

議の業務運営につきまして、

なお一層のご支援、ご協力を

賜りますようお願い申し上げ、

就任の挨拶といたします。

農 業 会議 会 長 坂 井夫



○役員

役員の名称 氏名 選出母体・役職

会長 坂井夫 佐賀市農業委員会・会長

副会長 金原壽秀 佐賀県農業協同組合中央会・会長

副会長 山口友三郞 伊万里市農業委員会・会長

専務理事 溝口宜彦 一般社団法人佐賀県農業会議・事務局長

○理事

所属機関名 役職名 氏名

佐賀市農業委員会 会長 坂井夫

唐津市農業委員会 会長 山崎正廣

鳥栖市農業委員会 会長 佐藤敏嘉

伊万里市農業委員会 会長 山口友三郞

小城市農業委員会 会長 貝原敏正

嬉野市農業委員会 会長 川内利光

吉野ヶ里町農業委員会 会長 中村榮憲

江北町農業委員会 会長 大串俊實

佐賀県農業協同組合中央会 会長 金原壽秀

佐賀県農業共済組合 組合長理事 山下一彦

佐賀県農業協同組合 副組合長 中村直己

公益社団法人佐賀県農業公社 専務理事 古賀俊光

全国共済農業協同組合連合会佐賀県本部 本部長 大串成幸

一般社団法人佐賀県農業会議 事務局長 溝口宜彦

○監事

所属機関名 役職名 氏名

上峰町農業委員会 会長 吉富正治

玄海町農業委員会 会長 日高貴智男

※理事と監事の任期は、令和２年６月１５日から令和４年６月通常総会
集結時まで

再掲

再掲

再掲

再掲



○常設審議委員

所属機関名 役職名 氏名

佐賀市農業委員会 会長 坂井夫

唐津市農業委員会 会長 山崎正廣

鳥栖市農業委員会 会長 佐藤敏嘉

多久市農業委員会 会長 小園敏則

伊万里市農業委員会 会長 山口友三郞

武雄市農業委員会 会長 佐佐木幸夫

小城市農業委員会 会長 貝原敏正

神埼市農業委員会 会長 西村睦雄

有田町農業委員会 会長 藤 俊信

白石町農業委員会 会長 川﨑 薫

太良町農業委員会 会長 秀島克博

佐賀県農業協同組合中央会 会長 金原壽秀

佐賀県農業共済組合 組合長理事 山下一彦

佐賀県農業協同組合 副組合長 中村直己

佐賀県信用農業協同組合連合会 副会長 堤 武彦

佐賀県土地改良事業団体連合会 専務理事 副島孝文

全国共済農業共済組合連合会佐賀県本部 本部長 大串成幸

佐賀県議会議員（学識経験者） 県議会議員 宮原真一

一般社団法人佐賀県農業会議（学識経験者） 事務局長 溝口宜彦



２．佐賀段階 担い手農地集約化プロジェクト(江北町)の取り組み

江北町農業委員会(会長･大串俊實)では、県や農業公社、農業会議、県ＪＡ

中央会と連携して「佐賀段階担い手集約化プロジェクト」に取組んでいます。

この取組みは、担い手間の利用権の交換による農地集約を進めるために、県が

同町をモデル地区に設定し、その取組みについてマニュアルを作成し、他地域

への展開を図るというものです。

同町の農地集積率は９４．１％と集積が進んでいますが、耕作農地が分散し

ているため、規模拡大をしても効率的な作業が十分にできず、労働時間短縮の

妨げになっているのが現状となっていました。

また、リタイアする農家の農地の受け手は、話合いで探してきましたが、大

規模農家がリタイアすると、受け手探しが大変になることが不安視されていま

した。

そこで農業委員会が、担い手間

の利用権交換の取組みとして農地

集約化の会議を開催（写真→）。

農業委員会および個人担い手協議

会の役員が中心となり、分散農地

等の農地情報を収集。それを基に、

農業委員会事務局が農地利用図を

作成し、集約化候補農地として１

４．７㏊(６２筆)をピックアップ

しました。

その後、農業委員会事務局がコー

ディネーターとなり、担い手１４人

(５法人)を対象に農地のマッチング

会を開催（←写真）。これには、農

家にも農地の状況が分かりやすいよ

う色分けした農地利用図も活用して

います。候補地以外にも、リタイア

農地等の集約化は断続的に行なって

います。

集約化にあたっては、農業委員会事務局などが農地の調整役(コーディネー

ター)を務め、農地を交換することで面積が減少した農家に、リタイアなどで

新たな農地が出てきた場合に優先的に配分する等の調整が必要です。

結果的に、５．７㏊ (２８筆)、４法人、担い手１０人の交換がまとまり、

交換した農家からは「農地間の移動時間が短縮し、効率化が図られた」との声。

この取組みを参考に作成されたマニュアルは、全県的な集約化の機運を高め

るため、各地区に配布されます。



３．農業委員会職員研修会を開催

農業会議では例年４月に開催していた「市町農業委員会職員研修会」に

ついて、新型コロナウイルスの影響で、緊急事態宣言解除後の６月１７日

に開催しました。

本年４月の人事異動により、

農業委員会に配属された事務

局職員等４６人が参加され、

農業委員会法に位置づけられ

ている農地利用の最適化の推

進や農地法・農振法、農業経

営基盤強化促進法等に基づく

農業委員会の業務について、

農業会議及び佐賀県農林水産

部農山漁村課、農産課職員が

説明しました。

研修を受けた農業委員会職

員からは、「農地法・農振法等の法令業務や農地利用の最適化の推進など

農業委員会の役割を知ることができた」、「農地利用の最適化の成果を出

せるように取り組んでいきたい」等の声が聞かれました。

農業会議は、農業委員会業務の円滑な推進のため、今後とも農業委員・

農地利用最適化推進委員、事務局職員を対象とした研修会を開催していく

こととしています。

出前研修 要請に応じて農業会議職員を派遣します。

各市町の農業委員・推進委員研修会のテキストとしてご活用ください！！

農業委員会研修テキスト① 農業委員会研修テキスト② 農業委員会研修テキスト③
【農業委員会制度】 【農地法】 【農地関連法制度】

定 価：370円 定 価：480円 定 価：320円
規 格：A4判･28頁 規 格：A4版･37頁 規 格：A4版･20頁



４．農業者年金担当者研修会を開催

農業会議はＪＡ佐賀中央会と共催
して、農業者年金業務の円滑な推進
を図るため、６月２３日に佐賀市内
で農業者年金担当者研修会を開催。
農業委員会、ＪＡ職員等６５人が参
加されました。
研修会では、農業会議とＪＡ佐賀

中央会の職員が、老後生活の安定の
ためには、国民年金だけでは不安な
ので積み立て方式の農業者年金が必
要であることや、支払った保険料の
全額が社会保険料控除の対象になること、政策支援加入による保険料の国
庫補助があることなど農業者年金制度の概要や特徴等を解説。さらに、年
金加入者や受給者が不利益にならないよう、細かな事務手続きなどについ
ても説明しました。
参加者からは「農業者年金には他の年金では受けられないメリットがあ

ることが分かった」、「豊かな老後生活を送ってもらうには、若いうちか
ら加入してもらう必要がある」などの感想が聞かれました。

🌱 🌱

あなたの老後生活への備えは十分ですか？
年金は家族一人ひとりについて準備することが大切です！
老後の備えは国民年金プラス農業者年金が基本です！

農業者年金の６つの特徴とメリット

①農業に従事する方なら広く加入いただけます！

②少子高齢化時代に強い積立方式・確定拠出型！

③保険料はいつでも変更できます！

④ 終身年金。８０歳前になくなられても遺族に死亡一時金！

⑤保険料の社会保険控除で大きな節税効果！

⑥一定の要件を満たす農業者には保険料の国庫補助！

令和２年度は「加入者累計１３万人早期達成３ヵ年運動」の最終年度で
あり、本県は新規加入者７３人を目標に掲げています。
加入推進のリ－ダ－となる加入推進部長や農業委員・推進委員、ＪＡと

の相互連携のもと計画的な戸別訪問等の加入推進活動をお願いします。



5．農業者年金の加入推進

 

35歳未満 35歳以上
1 10,000円 6,000円

2 10,000円 6,000円

ʬ加入推進の重点対象者ʭ
○若い農業者や新規就農者
 

○女性農業者
 

○政策支援加入対象者
 

○税制メリットを活用できる中高年齢層
 

 ・農業所得が９００万円以下
 ・以下の表の必要な要件に該当

区分１または２の者と家族経営協定を締結し経営に参画して

農業者年金制度の内容を知らなかったため加入しなかったという農業者
がいないように、加入資格がある方や、政策支援（国庫補助）を受け
られる可能性がある方には確実に普及・推進をお願いします。

 ・年間６０日以上農業に従事
 ・国民年金の第１号被保険者（国民年金の保険料納付免除者を除く）
 ・２０歳以上６０歳未満

農業者年金の加入資格 〔保険料月額20,000円～67,000円〕

 上記の要件に加え、

認定新規就農者で青色申告者

３５歳まで（２５歳未満の場合は１０年以内）に区分１の者

6,000円 4,000円

6,000円 ―

認定農業者または青色申告者のいずれか一方を満たす者で、

政策支援加入要件 〔保険料月額20,000円のうち10,000円～4,000円の国庫補助〕

国庫補助額区分 必要な要件

いる配偶者または後継者

３年以内に両方を満たすことを約束した者

 ・６０歳までに保険料納付済期間等が２０年以上見込まれる（３９歳までに加入）

10,000円 6,000円

認定農業者で青色申告者

 保険料負担の軽減を図りつつ将来の生活の安定を図ることができることを伝え、加入に向けた働きかけを行う。ま
た、要件を満たしていなくても、支援対象となる可能性のある農業者については、制度の説明を行い、将来の加入を
働きかける。

 支払った保険料（同一生計の家族分を含む）の全額が所得税・住民税・復興特別所得税の社会保険料控除
の対象となり、節税効果が大きいことを伝え、加入に向けた働きかけを行う。

 上乗せ年金がなければ将来受け取る年金は会社員等より低くなることや、若いうちから農業者年金に加入すれ
ば、少ない負担でも老後の備えになることなどを伝え、経営状況を見極めつつ、加入に向けた働きかけを行う。

 会社員等の配偶者に比べ将来の保障が少ないため、自ら加入し老後に備えることが重要であることを伝え、加入
に向けた働きかけを行う。

となることを約束した後継者

3

4

5



6．佐賀県農業法人協会と農林水産省とのＷｅｂ座談会を開催

佐賀県農業法人協会(会長：

前田清浩・事務局：農業会議)

は、ＪＡ佐賀信連、日本食農

連携機構の支援・協力のもと

６月１５日に農林水産省(大臣

官房政策課)とのＷｅｂ座談会

を開催し、法人経営者や若手

農業者等１５人が参加しまし

た。

新型コロナウイルス感染症

により、全国の農林水産業に大

きな影響が広がっており、この度の令和２年度補正予算に盛り込まれた緊急経

済対策は、農業法人や個人の農業者等を含め、経済の停滞によって収入が減

った事業者への支援策が柱となっています。

このような中、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う支援策等について、農林

水産省大臣官房政策課の木村上席企画官から、「新型コロナウイルス感染症拡

大に伴う支援策・アフターコロナを見据えた農政について」をテ－マに説明があ

り、意見交換を行いました。

法人協会会員からは、「新型コロナウイルスの影響が長期化する中で、農業

法人や卸業者等が連鎖倒産しないよう支援策を充実してほしい」、「外国人技

能実習生を受け入れる予定だったが見込めなくなった」等の要望や経営課題

が聞かれました。

【Ｗｅｂ座談会の様子】



7.情報提供活動推進のお願い

1 佐 賀 市 203 222 19 11 吉 野 ヶ 里 町 40 46 6
2 唐 津 市 132 159 27 12 基 山 町 21 25 4
3 鳥 栖 市 46 56 10 13 上 峰 町 17 20 3
4 多 久 市 50 59 9 14 み や き 町 30 38 8
5 伊 万 里 市 76 86 10 15 玄 海 町 30 33 3
6 武 雄 市 78 94 16 16 有 田 町 42 49 7
7 鹿 島 市 70 80 10 17 大 町 町 21 24 3
8 小 城 市 73 84 11 18 江 北 町 50 55 5
9 嬉 野 市 64 75 11 19 白 石 町 57 70 13
10 神 埼 市 71 84 13 20 太 良 町 42 50 8

農 業 会 議 93 93 0
1,306 1,500 194

◎全国農業図書のご案内

　　　刊行一覧はこちらから⇒ https://www.nca.or.jp/tosho/

市　町 部数

合計

必要
部数

市　町 目標

◎7月時点の全国農業新聞購読状況

部数 目標
必要
部数

7月はいよいよ改選期です！

農業委員・推進委員の皆購読にご協力いただき、
農家の皆さんのために情報提供活動の推進をお願いします！！

令和版 農業委員･推進委員
活動マニュアル 税込６５０円

農業委員会業務必携
税込１,４９０円

2020年 農業委員会
活動記録セット 税込５３０円

情報活動の意義と役割―
農地利用の最適化は、情報提供活動から

農業委員会法第６条３項には、農業委員会の情報提供活動が明記されていますので、「全国農業新

聞」を活用して農業委員会業務と農業の動きを情報提供していきましょう。

平成２８年の農委法改正の最重点に位置付けられた農地利用最適化業務は、各地の先進的・特徴的

な取り組みに学び、国等の施策を正確に農業の現場に浸透させることが必要不可欠です。

「『情報提供活動』無くして『農地利用の最適化』無し！」を合言葉に、全国農業新聞・全国農業図書を

情報提供活動の最有力ツールに位置付け、農地利用の最適化達成を目指しましょう。

★紙面の内容★

●１週間の農政ニュース ●農政や技術の解説 ●地域活性化に関する事例紹介 ●週替わりのコラム
●経営管理、労務管理、農産物販売促進、農村女性活躍Ｑ＆Ａ ●農業委員会の特徴的、先進的活動

●鳥獣害対策 ●農地の法律相談 ●地方ごとの農業委員会活動、頑張る農業者の記事、イベント情報



8．常設審議委員会結果（令和２年５・６月）

<農地法関係処理状況>

　○審議件数

　○田畑別件数及び面積(㎡)
※田・畑の混合案件があるため、件数の計が一致しない。

  今後の行事予定

　農地法第４条及び第５条の規定により県農業委員会ネットワーク機構(佐賀県農業会議)に

意見を求められた案件について、常設審議委員会において審議されました。

　第50回、第51回の件数及び面積については、以下のとおりです。

第４条 －

第５条 6

第４条 1

第５条 7

第50回 ５月15日

第51回 ６月15日

回数 開催日 区分 件数 面積 件数 面積 件数 面積

第４条 0 -       0 -       － -        

第５条 3 10,778  4 26,323  6 37,101   

第４条 1 945     1 3,371   1 4,316    

第５条 5 36,744  5 37,198  7 73,942   

計

第50回

第51回

５月15日

６月15日

畑田

月 日 時間 場所 内容

15 13:30 グランデはがくれ 第52回常設審議委員会

27 13:30 佐賀総合庁舎 第1回農業簿記講習会

5 13:30 佐賀総合庁舎 第2回農業簿記講習会

11 13:30 佐賀総合庁舎 第3回農業簿記講習会

17 13:30 グランデはがくれ 第53回常設審議委員会

10:00 佐賀総合庁舎 人・農地プラン話し合いスキルマスター研修会(東部地区・第1部)

13:30 佐賀総合庁舎 第4回農業簿記講習会

19 10:00 佐賀総合庁舎 人・農地プラン話し合いスキルマスター研修会(西部地区・第1部)

10:00 佐賀総合庁舎 農業ファシリテーター認定研修会(第1部)

13:30 佐賀総合庁舎 第5回農業簿記講習会

26 13:30 武雄市文化会館 農業委員・推進委員研修会

18

7

8

25



令和２年度農林水産関係補正予算

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける農業者等の皆さんへの支援策です。
（農林水産省ＨＰ）https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/support_maff.html

○経営継続補助金
新型コロナウイルス感染症の影響を克服するために、感染拡大防止対策を行いつつ、

販路回復・開拓や事業継続・転換のための機械・設備の導入や人手不足解消の取組を
総合的に支援

○農業労働力確保緊急支援事業
他地域の農業従事者等の即戦力人材や他産業従事者、学生等の多様な人材による援

農・就農に必要な活動費、研修に必要な機械・設備の導入を支援することで、新型コ
ロナウイルス感染拡大の影響による人手不足を解消し農業生産を維持するとともに、
将来の農業生産を支える人材を育成

○高収益作物次期作支援交付金
新型コロナウイルスの影響による需要の減少により、市場価格が低落するなどの影

響を受けた野菜・花き・果樹・茶等の高収益作物について、次期作に前向きに取り組
む生産者を支援し、国内外の新たな需要促進につなげる。また、施設園芸用の単価を
新たに設定するとともに、厳選出荷に取り組む生産者を支援

令和３年度 佐賀県農業大学校 学生募集概要

◎募集定員 本科（２年制）･･･５０名 専科（１年制）･･･若干名

米麦大豆、野菜、果樹、花き、畜産などが学べます。
生産から加工や販売など６次産業化にも対応。

◎応募資格 既高卒者又は令和３年３月高卒見込の者

◎入学試験日
・推薦入試（高校⾧推薦）･･･ 令和2年10月 2日（金）
・一般入試（一次） ･･･ 令和2年12月11日（金）

（二次） ･･･ 令和3年 2月19日（金）

◎お問い合せ先
〒840-2205 佐賀市川副町南里1088
佐賀県農業大学校 養成部 教務担当
TEL：0952-45-2144 FAX：0952-34-7004
E-mail：noudai-kyoumu@pref.saga.lg.jp
Web: www.pref.saga.lg.jp/kiji00321787/index.html


